
年管発 0821 第２号 

令和６年８月 21 日 

 

日本年金機構理事長 殿 

 

厚生労働省大臣官房年金管理審議官  

(  公  印  省  略  ) 

 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部の施

行に伴う経過措置に関する省令の公布について（通知） 

 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第40号）

及び年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政

令の整備及び経過措置に関する政令（令和３年政令第 229 号。以下「整備等政令」という。）

の施行に伴い、年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部の

施行に伴う経過措置に関する省令（令和６年厚生労働省令第 114 号。以下「経過措置省令」

という。）が本日付けで公布され、令和６年 10 月１日から施行される。 

経過措置省令の内容は下記のとおりであるので、その内容について御了知いただきたい。 

なお、経過措置省令の実施に伴う事務処理の取扱いについては、「年金制度の機能強化の

ための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う加給年金の支給停止規定の見直し

及び被用者保険の適用拡大に係る老齢厚生年金の支給停止に関する経過措置に係る事務の

取扱いについて」（令和４年３月 29 日付け年管管発 0329 第 17 号厚生労働省年金局事業管

理課長通知）で別途通知しているとおりである。 

 

記  

 

１．経過措置省令の趣旨 

整備等政令による、障害者・長期加入者特例の老齢厚生年金の支給停止に関する経過

措置に関する事務の実施に当たり、日本年金機構が経過措置に該当する対象者等を把握

するために必要な手続を定めることとする。 

 

２．経過措置省令の概要 

障害者・長期加入者特例の老齢厚生年金の支給停止に関する経過措置に関する事務の

実施に当たり、当該経過措置の対象となる第一号厚生年金被保険者期間に基づく特別支

給の老齢厚生年金の受給権者であって障害者特例や長期加入者特例に該当している者又

は繰上げ支給の老齢厚生年金の受給権者は、次の①から③までの事項を記載した届書に、

令和６年９月30日以前から引き続き同一の事業所に使用される者であることを証する書

類を添えて、機構に提出しなければならないこと。 

（記載事項） 

① 受給権者の氏名、生年月日及び住所 

② 受給権者の個人番号又は基礎年金番号 



③ 老齢厚生年金の年金証書の年金コード 

 

３．施行期日 

経過措置省令は令和６年 10 月１日から施行すること。 
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